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平成２４年度実施方針 

 

電子・材料・ナノテクノロジー部 

 

１．件名  プログラム名 ナノテク・部材イノベーションプログラム、 

ＩＴイノベーションプログラム、エネルギーイノベーションプログラム 

（大項目）  低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト 

 

２．根拠法 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号ニ、第２号及

び第３号 

３．背景及び目的・目標 

エネルギー生成方法の多様化は、資源枯渇および地球温暖化の解決に向けた重要な検討課

題であるが、中でも、電気エネルギーへの移行は、課題解決の有力な手段のひとつである。

電力の生成から消費に至るフローにおいて、電力利用効率向上の手段として、パワー半導体

デバイスによる電力変換・制御（直流・交流変換、周波数制御等）は、すでに多くのフェー

ズで行われている。さらに、これまでパワー半導体が適用されていなかった機器への展開や、

新たな応用分野が急激に広がることによって、パワー半導体デバイスが利用される局面は大

幅に増加すると見込まれる。たとえば、ハイブリッド自動車の普及など電化の進む社会への

転換がその起動力の一つである。また、高度に情報化が進む今日の社会では、ブロードバン

ドの普及、ＩＴ機器の高度化・設置台数の急激な増加に伴い、機器が消費する電力の急激な

増大が見込まれており、情報関連機器の省エネルギー化が重要な課題となっている。このた

めにも、パワー半導体デバイスが電力利用効率向上に大きく役立つと考えられる。このよう

に、パワー半導体デバイスによる電力損失の低減は低炭素社会の実現に向けて極めて重要で

ある。 

現在は、パワー半導体デバイスの材料として主にＳｉ（シリコン）が使用されているが、

電力損失がＳｉの１／１００以下、数ｋＶの高耐圧性など、パワー半導体として極めて優れ

た性能を有した新材料ＳｉＣ（炭化珪素）の実用化が期待されている。ＳｉＣパワー半導体

デバイスを用いることにより、従来のＳｉデバイスを用いた電力変換モジュールと比べ、電

力損失が格段に低い、また小型で大電力を扱える電力変換機器を実現することが期待される。

インバータ等の電力変換装置の適用範囲が鉄道や次世代自動車などの環境産業をはじめとし

て極めて広いことから、社会全体への波及効果が極めて大きく、さまざまな産業において、

その成長の鍵となるものである。したがって、パワー半導体デバイスおよび電力変換機器に

おける技術力は我が国産業の国際競争力を左右するものである。 
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我が国における関連技術開発としては、主として産業用モータ駆動用を想定して、ＳｉＣ

ウエハ品質と関連づけたＳｉＣデバイスの大容量化／高信頼化の技術開発、或いはインバー

タコア技術開発がＮＥＤＯプロジェクト（「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発」

２００６年～２００８年など）において行われてきている。同プロジェクトにて開発された

ＳｉＣウエハ品質向上および評価技術・デバイスプロセス技術・回路技術・熱設計技術等、

全体的な技術の高度化の結果として、Ｓｉデバイスに比べ大幅な損失低減（同定格インバー

タユニットにおいて、現在主流のＳｉ－ＩＧＢＴを適用した場合に比べ、７０％損失を低減）

が実証されるに至っている。 

ＩＴ産業の電力消費低減に寄与するため、データセンタやその電力源に用いる交流・直流

変換等の高効率化を実現したり、電気自動車のように新たに拡大しつつある応用製品に適し

た電力変換機器を実現したりするためには、具体的な適用製品を想定して、高電流密度化（大

容量化）や、デバイス・機器の信頼性向上といったＳｉＣデバイス性能の高度化を進めるこ

とが重要である。同時に、ＳｉＣデバイスとの組み合わせにおいて力を発揮する材料・部品・

回路設計・ノイズ対策や熱設計などの課題を解決していく必要がある。 

一方、ＳｉＣパワー半導体デバイスの効率向上・適用範囲拡大を支え、普及の鍵となるの

は、ＳｉＣ半導体材料の高品質化と供給安定化であるが、現在のＳｉＣウエハ市場は、４イ

ンチウエハが限定された規模で生産されている状況であって、かつ海外企業による寡占状況

と言わざるを得ない。このことから生じる供給安定性への不安及び高価格が開発・普及への

足かせになっている。それだけでなく、諸外国においてはごく最近になって６インチウエハ

実現がアナウンスされ、かつ、高耐圧領域でのＳｉＣ電力変換器の実証が進みつつある。 

このような背景のもと、６インチ級ＳｉＣウエハ量産化技術の構築と対応するデバイス化

プロセス装置開発、並びにＳｉＣパワー半導体デバイスを用いた電力変換器の効能実証を早

期に実現することが緊急の課題となった。ＳｉＣパワー半導体デバイスの応用製品としては、

急激に増大しつつあるＩＴ産業の電力消費量増加の対策となるデータセンタ用電源や、その

電力源として意味がある分散型太陽光発電システムなどに用いる電力制御機器が有望であり、

その高効率化・小型化・高信頼化に貢献するデバイス技術開発・設計技術開発等を前記した

ウエハやプロセス装置開発と並行して行うことは極めて重要である。 

以上のように、これらの課題に対して積極的な取り組みを行うことは、電力分野における

省エネルギー技術の国際的牽引、及び我が国の産業競争力強化にとって極めて重要な意味を

持つものである。 

そこで上記を目的として、本研究開発プロジェクトをナノテク・部材イノベーションプロ

グラム、ＩＴイノベーションプログラム、およびエネルギーイノベーションプログラムの一

環として、下記の研究開発項目について実施する。 

 

研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 

（１） 「高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発」［委託事業  

共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率１／２）］ 
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（２） 「大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発」［委託事業］ 

（３） 「ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術）」 

［委託事業］ 

（４） 「ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術」［委託事業］ 

（５） 「ＳｉＣウエハ量産化技術開発」［助成事業２／３］ 

（６） 「大口径ＳｉＣウエハ加工要素プロセス検証」［委託事業］ 

（７） 「ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証」［委託事業］ 

（８） 「大口径対応デバイスプロセス装置開発」［助成事業２／３］ 

（９） 「高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発」［委託事業、共同研究（ＮＥＤＯ負担

率：２／３）］ 

 

研究開発項目② 次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） 

（１） ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

［共同研究事業 （ＮＥＤＯ負担率１／２）］ 

（２） ＳｉＣパワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発  

［共同研究事業 （ＮＥＤＯ負担率１／２）］ 

（３） 次世代ＳｉＣ電力変換器基盤技術開発 ［委託事業］ 

 

各研究開発項目の達成目標を以下に示す。 

 

研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 

 

（１）「高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発」 

【中間目標】（平成２４年度） 

昇華法においては、口径６インチで、 

①１０３個／ｃｍ２台の転位密度を実現するのに必要な高品質化にかかわる基盤技術を確立

する。 

②０．５ｍｍ／ｈ以上の結晶を実現するのに必要な成長速度向上にかかわる基盤技術を確

立する。 

【最終目標】（平成２６年度） 

昇華法においては、口径６インチ、長さ５０ｍｍ以上で、 

①有効面積（端部３ｍｍを除く）全域において転位密度１×１０３個／ｃｍ２以下の結晶を

実現する。 

②有効面積（端部３ｍｍを除く）全域において転位密度５×１０３個／ｃｍ２以下の結晶を

成長速度０．５ｍｍ／ｈ以上で実現する。 

革新的結晶成長法においては、口径２インチ以上、長さ２０ｍｍ以上の４Ｈ－ＳｉＣ単結

晶を実現した上で、昇華法に対する優位性を検証する。 
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（２）「大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発」 

【中間目標】（平成２４年度） 

ウエハ切断技術に関して、３インチ結晶で切断速度１５０μｍ／分以上、同時切断枚数１

０枚以上、切り代３００μｍ以下を実現する。また、３〜４インチ結晶／ウエハを対象にし

て、切断、研削、粗研磨、仕上げ研磨の各要素工程の最適化、及び連接最適化を行い、６イ

ンチＳｉＣ結晶／ウエハ加工の高速・高品質な一貫プロセス最適化の方針を決定する。 

【最終目標】（平成２６年度） 

６インチ結晶／ウエハを対象に、以下の効率性を実現する。 

①切断：速度３００μｍ／分以上、同時切断枚数１０枚以上、切り代２５０μｍ以下 

②インゴットから表面仕上げ精度Ｒｍｓ（表面荒さ）０．１ｎｍ＠２μｍ×２μｍのベア

ウエハを実現する統合加工プロセスとして、プロセス時間２４時間以内 

 

（３）「ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術）」 

【中間目標】（平成２４年度） 

①大口径対応技術 

みなし６インチ径のエピタキシャル膜成長を行い、６インチ成長プロセスにおける問題点

を把握すると共に、当該成長膜に対して以下の品質を実現する。 

 ・均一度：厚さ±１０％、ドーピング濃度±２０％ 

 ・品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：２個／ｃｍ２以下 

②高速・厚膜成長技術 

口径２インチ、膜厚５０μｍ以上のエピタキシャル膜に対して以下の品質を実現し、Ｓｉ

Ｃ厚膜形成技術を確立する。 

 ・純度 残留キャリア濃度：３×１０１４／ｃｍ３以下 

 ・品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：５個／ｃｍ２以下 

【最終目標】（平成２６年度） 

①大口径対応技術 

口径：６インチ、処理枚数：３枚以上のエピタキシャル膜に対し、以下の品質を実現する。 

 ・均一度：厚さ±５％、ドーピング濃度±１０％ 

 ・品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：０．５個／ｃｍ２以下 

②高速・厚膜成長技術 

成長速度１００μｍ／ｈ以上で作成した口径４インチ、膜厚５０μｍ以上のエピタキシャ

ル膜に対し、以下の品質を実現する。 

 ・純度 残留キャリア濃度：３×１０１４／ｃｍ３以下 

 ・均一度：厚さ±２％、ドーピング濃度±１０％ 

 ・品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：１．０個／ｃｍ２以下 
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（４）「ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術」 

【中間目標】（平成２４年度） 

①新規耐圧構造デバイス 

より低損失化が可能な新規高耐圧デバイス構造とその作製要素プロセスを開発し、当該構

造で耐圧３ｋＶ以上の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを実現する。 

②高耐圧大容量デバイス 

耐圧３ｋＶ以上の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを実現すると共に、ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴ、

ＳｉＣ－ＳＢＤを適用した３ｋＶ以上の電力変換器モジュールを試作して、当該電圧領域の

スイッチング及び多並列接続に関する要素技術を確立する。 

【最終目標】（平成２６年度） 

①新規耐圧構造デバイス 

必要な各種要素技術を高度化し、耐圧：３ｋＶ以上で特性オン抵抗：１５ｍΩｃｍ２以下の

高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを実現する。 

②高耐圧大容量デバイス 

耐圧：３ｋＶ以上、オン抵抗８０ｍΩ以下（室温環境下）、定格出力電流密度１００Ａ／ｃ

ｍ２以上の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを開発し、当該デバイスを用いたＭＶＡ級電力変換器

を試作して、その動作時の電力損失が同耐圧のＳｉ電力変換器の５０％以下であることを実

証する。 

 

（５）「ＳｉＣウエハ量産化技術開発」 

【達成目標】（平成２３年度） 

大口径４Ｈ－ＳｉＣウエハの量産化技術開発可能な環境整備（昇華法結晶成長炉、ウエハ

加工装置）を実施し、 

①有効面積（端部３ｍｍを除く）全域において転位密度１×１０４個／ｃｍ２以下の口径６

インチ４Ｈ－ＳｉＣインゴットを実現する。 

または、 

②成長速度０．２５ｍｍ／ｈ以上で転位密度５×１０４個／ｃｍ２以下の口径６インチ４Ｈ

－ＳｉＣインゴットを実現する。 

 

（６）「大口径ＳｉＣウエハ加工要素プロセス検証」 

【達成目標】（平成２３年度） 

切断技術として、ダイヤモンドを使ったマルチワイヤーソーにおいて、ＳｉＣ６インチイ

ンゴットに対して１５０μｍ／分以上の高速切断が可能になる最大ワイヤー速度：約４００

０ｍ／ｍｉｎ、最大張力：７０Ｎの高速高剛性切断技術を実現する。更に、切断、研削、粗

研磨、仕上げ研磨の各工程に関して、個々の要素工程の能力限界と最適加工条件（砥石、砥

粒、研磨定盤種、装置技術、加工動作管理、能率等）を抽出し、ＳｉＣウエハ加工における

高速一貫プロセス確立に資する統合的なデータ蓄積を行う。 
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（７）「ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証」 

【達成目標】（平成２３年度） 

耐圧３．３ｋＶ 定格電流７５Ａ のＳｉＣショットキーバリアダイオードを開発し、Ｓ

ｉ絶縁ゲートバイポーラトランジスタと組み合わせて１，０００Ａ級大容量パワーモジュー

ルを試作してその動作を実証するとともに、Ａｌｌ ＳｉＣデバイスパワーモジュール実現

に必要とされるＳｉＣ ＦＥＴの仕様に対する技術的指針を得る。 

 

（８）「大口径対応デバイスプロセス装置開発」 

【達成目標】（平成２３年度） 

６インチＳｉＣウエハを対象に、イオン注入、活性化熱処理、高温酸化等のデバイス化の

ための高温プロセス装置、或いは透明ウエハ対応露光装置を開発し、所定の処理特性の面内

均一性を達成する。具体的には、 

イオン注入装置の場合、 

 ・室温から８００Ｃまでの全領域でイオン注入が可能なこと 

 ・温度均一性：６インチ面内：±１５Ｃ 

 ・Ａｌ注入イオン電流：２００μＡ以上 

 

活性化熱処理装置の場合、 

 ・熱処理温度：１，８００Ｃ以上 

 ・温度均一性：６インチ面内：±３０Ｃ 

 ・一度に２５枚以上処理可能なこと。 

 

高温酸化装置の場合、 

 ・１，２００Ｃ以上の高温でパイロジェニック酸化、及びＨ２、ＮＨ３、Ｎ２Ｏガス処理

が可能なこと。 

 ・温度均一性：６インチ面内：±１５Ｃ 

 ・一度に２５枚以上処理可能なこと 

 ・１，１００Ｃで処理したＳｉゲート絶縁膜に含まれる金属不純物が１×１０１１ｃｍ－

２未満であること。 

 

露光装置の場合、 

 ・６インチ４Ｈ－ＳｉＣウエハに対する重ね合わせ精度に関して、中心点及び４

隅において、バラつき（標準偏差の３倍以内）が６５ｎｍ以下であることであること 

 ・解像度（市販のレジストを用いた標準プロセス）に関して、３５０ｎｍのライ

ン＆スペースパターンを転写できること。 
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（９）高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発 

【達成目標】（平成２６年度） 

接合温度２２５℃以上で動作するＳｉＣパワー素子の近傍に、新規開発の高耐熱受動部品

を配置したパワーモジュールを試作し、各実装部品間の相互の影響を検証する。また、試作

したパワーモジュールの耐熱性と電気特性の評価を通して、高温動作における課題を抽出す

るとともに、その解決の見通しを示す。 

ここで、試作するパワーモジュールは耐電圧１２００Ｖ／５０Ａ級とし、開発・搭載する

受動部品および部材の仕様は、接合温度２２５℃以上のパワー素子と統合実装可能であると

共に下記の性能を有するものとする。 

 

（スナバコンデンサ）静電容量０．１μＦ級、耐電圧１ｋＶ級、共振周波数１０MHｚ級の

コンデンサにおいて、使用時の耐熱温度２５０℃であり、－４０〜２５０℃の温度領域にお

ける静電容量の変動が±１０％以下、かつ、体積が４０ｍｍ３以下（例えば、５×４×２ｍｍ）。 

（スナバ抵抗）抵抗値１０Ω級、定格電力１Ｗ級の抵抗体において、使用時の耐熱温度２

５０℃であり、－４０〜２５０℃の温度領域における抵抗値の変動が±１０％以下、かつ、

１０MHｚまでの周波数領域における抵抗値の変動が±１０％以下、かつ、体積２０ｍｍ３以

下（例えば、６．３×３．１×１ｍｍ）。 

（メタライズ放熱基板）熱伝導率１８０W／(mK)以上、曲げ強度６００ＭＰａ以上、破壊

靱性６ＭＰａ・m1/2以上の絶縁素材を用いた、サイズ５０００mm2 以上、厚み１／８０イン

チ（０．３２ｍｍ）以下で両面に金属プレートが接合されたメタライズ放熱基板において、

耐電圧１２００Ｖ以上、－４０〜２５０℃の温度範囲での耐ヒートサイクルが１０００回以

上。 

（配線基板）使用時の耐熱温度２５０℃であり、当該温度において耐電圧１２００Ｖ、５

０Ａ級の電流が通電可能な内部配線を有し、かつ、実装されるパワー素子電極に対する内部

配線の位置精度±２０μm 以下。 

 

研究開発項目② 次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） 

 

（１）ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

【達成目標】（平成２４年度） 

・ 耐圧：６００Ｖ以上、電流容量：４０Ａ以上、オン抵抗率：２．５ｍΩｃｍ２以下（室温

環境下）のＳｉＣスイッチングデバイスを開発する。また、電力容量が２ｋＷ級のサーバ電

源のプロトタイプを試作し、その電力変換効率が５０％負荷で９４％以上であることを実証

する。また、Ｓｉパワーデバイスで一般的に行われている信頼性試験をＳｉＣパワーデバイ

スに対しても実施し、Ｓｉ同等の信頼性を実証する。 
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（２）ＳｉＣ パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

【達成目標】（平成２４年度） 

・ 耐圧：１２００Ｖ以上、電流容量：７５Ａ以上、オン抵抗率：５ｍΩｃｍ２以下（室温環

境下）のＳｉＣスイッチングデバイスを開発する。このＳｉＣスイッチングデバイス技術を

用いて、太陽光発電用パワーコンディショナ技術を開発して、電力容量が３０ｋＷ級の太陽

光発電用パワーコンディショナのプロトタイプを試作し、これが定格出力時に９８％以上の

システム効率をもつことを実証する。ＳｉＣパワーデバイスのスイッチング速度高速化に伴

うデバイス設計高度化をあわせて行う。 

 

（３）次世代ＳｉＣ 電力変換器基盤技術開発 

【達成目標】（平成２４年度） 

・ 次世代パワーデバイスをデバイス温度（注１）２００～２５０℃で動作させることを可

能とする高温実装技術を開発する。また、デバイス温度２５０℃という高温動作デバイス条

件を取り入れた高出力パワー密度変換器の統合設計技術の適用により、４０Ｗ／ｃｍ３級の出

力パワー密度（注２）を持つ革新的オールＳｉＣ電力変換器を製作して、性能の検証を行う。

さらに、ＳｉＣデバイスの高速・高周波スイッチングで発生する有害なＥＭＩノイズを、ピ

ーク値で、従来比１／６以下（注３、４）に削減する抜本的ノイズ除去技術を開発した後、

同技術を前記革新的電力変換器に搭載し、効果の実機検証を行う。 

（注１）外部環境温度にデバイス自己発熱による温度上昇分を加えた温度をデバイス温度

と定義する。以後に記載されるデバイス温度は全て同定義である。 

（注２）出力パワーをＳｉＣパワーデバイス・周辺回路素子・フィルタ・ヒートシンクか

ら成る構成体の総体積により除算したものを出力パワー密度と定義する。 

（注３）平成２２年度に試作したＡｌｌ ＳｉＣインバータをベースとする。 

（注４）ノイズ規格ＪＩＳ Ｃ ４４２１で規制している１５０ｋＨｚ～３０ＭＨｚ周波

数帯で、ノイズ実測値に対して同規格カテゴリＣ３との差分のピーク値を評価する。 

 

４．実施内容及び進捗（達成）状況 

４．１平成２２～２３年度（委託・共同研究）事業内容 

研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 

本プロジェクトは、平成２３年１１月２３日付にて独立行政法人産業技術総合研究所 先

進パワーエレクトロニクス研究センター長 奥村 元氏をプロジェクトリーダーに委嘱し、

以下の研究開発を実施した。 

（１）「高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発」 

（平成２２年度進捗状況）  

（１）－１－１ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その１） 

ＲＡＦ法（Repeated a-face process）による大口径化の課題抽出を行い、安定した継ぎ足し

結晶成長条件を把握した。また、装置集結及び新型ＲＡＦ成長炉導入を完了した。低抵抗化
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技術開発として高濃度不純物ドーピングに向けた大口径対応昇華法成長装置開発を行った。 

（１）－１－２ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その２） 

６インチ成長炉などの単結晶一貫製造に必要な設備の立上げを完了した。また、目標とす

る低欠陥密度の実現に向けて貫通刃状転位（ＴＥＤ）・基底面転位（ＢＰＤ）・貫通らせん転

位（ＴＳＤ）などの各種欠陥の挙動を分析し、低減に向けた手がかりを得た。 

（１）－２－１ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（ガス法） 

目標達成に向け、新ルツボ構造、膜厚モニタリング機構などの対応策を盛り込める結晶成

長用プロトタイプ装置が完成した。また、高速・高品質化の実証に関しては、原料ガス条件

による成長速度、品質への影響評価を開始した。 

（１）－２－２ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（溶液法） 

炉内温度分布などデータの検証実験とシミュレーションを進めた。溶液法で課題となるガ

ス巻き込みによるボイド欠陥を抑制する新たな技術を見出し、ボイド欠陥のないΦ２０ｍｍ、

０．２５ｍｍ厚の４Ｈ－ＳｉＣ結晶成長に成功した。４Ｈ－ＳｉＣが安定成長する溶液組成

検討の基礎実験の結果、次年度の組成最適化実験につながる知見を得、結晶多形の選択成長

や転位・欠陥消滅に関する知見を得た。 

（平成２３年度進捗状況）  

（１）－１－１ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その１） 

高品質６インチウエハ早期実現を目指し、６インチインゴットを実現するための基盤技術

確立を推進した。ＲＡＦ固有の応力集中を抑制する低応力成長の目処付けを完了し、ＲＡＦ

法による６インチウエハを試作実証した。 

（１）－１－２ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その２） 

結晶欠陥制御技術開発に関する最終目標達成に向け、結晶高品質化の技術シーズ探索を実

施した。その結果、貫通螺旋転位の低減化技術に繋がり得る、転位のＣ面内偏向現象を見出

し、ＴＳＤを含めた転位密度低減化新技術シーズへの展開可能性を提示した。 

（１）－２－１ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（ガス法） 

長尺化に関し、２インチ、２０ｍｍ実証に向けた成長炉基本構造を明確化、その方策を提

示し、放熱制御機構導入のための設備改造を行った。 

高速・高品質化に関し、高品質、高速成長両立への指針提示を電中研へ再委託して実施し

た。その結果、Ｃｌ系ガス添加でクラスター防止、高速（＞３ｍｍ／ｈ）・高品質両立の可能

性を提示した。 

（１）－２－２ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（溶液法） 

産総研西事業所５Ｂ棟にＳｉＣ単結晶成長技術の開発のための集中拠点を整備し、溶液法

ＳｉＣ成長用高温高圧炉（２４００℃、１００気圧）を導入した。また、産総研中央事業所

から小型溶液法ＳｉＣ成長炉を、日立化成から溶液法ＳｉＣ成長用大型炉を移設し、集中拠

点での成長実験を開始した。溶液法で課題となるボイド欠陥を抑制する技術として、上向き

成長および成長前の高温処理技術を見出した。また、温度勾配による過飽和度を一定範囲に

制御する事で、パワーデバイスに用いられる４Ｈポリタイプを安定的に育成出来る事を示し
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た。名古屋大では、溶液法による結晶成長において、オフ角がついた基板をシードとして用

いた場合ＴＳＤがほぼ１００％積層欠陥に変換することを確認、無転位単結晶の可能性を示

した。東工大では、１６００℃までの高温観察ができ、１６００℃から８００℃まで１０秒

以内で急冷できる高温真空レーザ顕微鏡を開発し、溶液組成の探索を開始した。本課題に関

し、学会報告３件、特許出願３件を行った。 

（２）「大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発」 

（平成２２年度進捗状況） 

拠点整備を行い、大口径対応の各種結晶切断装置（マルチワイヤーソー、マルチ放電加工

装置）、ウエハ研磨装置を導入した。 

研削・研磨の研究開発では、研削実験において基礎データを蓄積してＳｉＣの高速加工に

関する見通しを得た。また、放電加工のプラズマ解析・触媒エッチング法・表面研磨層のダ

メージ評価法の開発において、各々基礎検討を行い、課題の抽出とその解決に向けた対策の

立案を行った。 

（平成２３年度進捗状況） 

口径３インチＳｉＣインゴットから切断されたウエハを元に、研削、研磨など連接する後

工程の研磨加工実験、加工変質層の解析に着手し、ウエハ加工の能率、品質の改善方針の検

討を進めた。また、口径２〜４インチのウエハおよびインゴットを利用し、大口径化（大面

積化）対応に向け各種スケールファクターの検証実験を進めた。革新的加工法においては、

放電加工にて４００μｍ／分の高速マルチ切断を実験実証し、量産技術化を視野に高速切断

条件における切断面の品質改善に向け調整を開始した。また触媒基準平坦化加工法では、大

口径化対応を見据え、口径４インチのウエハでスクラッチフリーの研磨面を実証し、従来技

術であるＣＭＰ仕上げ面との比較検討を進めた。 

（３）「ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術）」 

（平成２２年度進捗状況） 

（３）－１ 大口径対応技術 

大口径ウエハ処理実験に向け、３ｘ６インチＣＶＤ装置を導入した。また、課題抽出のた

めシミュレーションを立ち上げ、既存装置の膜厚分布を再現できることを確認した。Ｓｉ面

微傾斜エピ成長において従来の２インチの成果を３インチに拡大した実験を行い、ステップ

バンチングを抑制したエピ表面が３インチ全面で得られた。 

（３）－２ 高速・厚膜成長技術 

高速成長時の膜質の务化要因を特定し、解決の手がかりを得た。さらに、厚膜成長におい

ても、高速成膜による膜質の务化が見られない条件を見出した。 

（平成２３年度進捗状況） 

（３）－１ 大口径対応技術 

３ｘ６インチＣＶＤ装置を用いて、６インチ化に向けた各オフ角・面極性における成長条

件の検討を行った。４°オフＳｉ面については３インチウエハ２枚によるみなし６インチで

の均一性の検討、並びに、水素エッチング条件とエピ欠陥増減の傾向把握を実施した。その
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結果、水素エッチング条件としては低温・短時間の水素エッチングが有効であることが分か

った。一方でバルク基板表面において研磨傷として表面に現れない研磨ダメージや洗浄状態

がエピ欠陥の増減に大きく影響していることを見出した。みなし６インチでの成長実験では、

膜厚均一性：σ＝２．１％、濃度均一性：σ＝１７．２％、エピ欠陥密度：１．４個／ｃｍ２

を得た。４°オフＣ面については、６インチ化にむけた課題導出のための３インチウエハで

の成長条件の検討を行い、残留不純物濃度＜１Ｅ１５ｃｍ３、成長速度：１０μｍ／ｈ、膜厚

均一性：σ＝３％、濃度均一性：σ＝７％を達成、みなし６インチでの成長実験実施に必要

な基本成長条件を確立した。２°以下の低オフ角ウエハについては、３ｘ６インチＣＶＤ装

置を用いた実験を開始、３インチ微傾斜Ｓｉ面基板において、水素エッチング条件および成

長条件の検討を行い、３インチウエハ全面でステップバンチング及び異常成長を抑制できる

条件を導出した。 

（３）－２ 高速・厚膜成長技術 

ハライド法およびガスフロー制御法によって高品質化と高速成長の両立を検討した。ハラ

イド法では、塩化水素添加により、４°オフ基板上で成長速度１００μｍ／ｈ以上の高速成

長を達成し、かつ重金属などの不純物が取り込まれていないことを確認した。ガスフロー制

御法については、３インチウエハ内での面内均一性の改善を検討し、膜厚について面内分布

±２％以内を実現した。４インチウエハでの高速・厚膜成長技術の実証に向けて炉の構成を

検討し、ガスフロー制御法方式の構造をベースに、塩素系ガスの活用もできる構成で仕様を

確定した。 

炉内クリーニングに関しては、三フッ化塩素ガスに対してＴａＣコーティングは耐性が不

十分であることが明確化された。 

（４）「ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術」 

 （平成２２年度進捗状況） 

（４）－１ 新規耐圧構造デバイス技術 

プレーナ型ＭＯＳＦＥＴの最適化による目標達成の条件を明らかにした。そのために必要

なＣ面低濃度エピタキシャル成長技術の成長条件を検討した。 

トレンチＭＯＳＦＥＴでは、ダブルトレンチ構造の最適化設計とトレンチ形成要素技術の

検討の結果、耐圧１２００Ｖで特性オン抵抗１．５ｍΩ•ｃｍ２が達成可能である事が明らか

になり、またオン抵抗低減と酸化膜中の電界強度低減に不可欠な微細トレンチ構造の形成に

成功した。ＳＪ構造により３．３ｋＶを超える耐圧実現の道筋を得た。トレンチ埋込法を検

討し、条件最適化によって深さ５μｍのトレンチ埋込エピタキシャル成長に成功した。 

（４）－２ 高耐圧大容量デバイス／変換器技術 

耐圧終端構造の設計を行い、３．３ｋＶの耐圧を確保できる耐圧終端構造を得た。また、

高耐圧大容量化に対する課題抽出にむけ、高耐圧デバイスの評価装置の構築を開始した。 

 （平成２３年度進捗状況） 

（４）－１ 新規耐圧構造デバイス技術 

プレーナＭＯＳ構造では、耐圧構造ＴＥＧ試作（ＰＮダイオード）を行い、目標の３．３ 
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ｋＶを超える耐圧が得られ、デバイスシミュレーション（平成２２年度実施）による素子設

計の妥当性が確認できた。更に、同耐圧構造を備えたプレーナ型ＭＯＳＦＥＴの第１次試作

を行った。 

トレンチＭＯＳ構造では、熱酸化膜から堆積酸化膜まで高信頼性と高チャネル移動度を両

立させるトレンチゲート酸化膜を検討し、堆積酸化膜／再酸化によるゲート酸化膜形成法の

可能性を見出した。また、３．３ｋＶ耐圧を実現するためのトレンチＭＯＳ構造をシミュレ

ーションにより検討し、酸化膜中の電界強度を３ＭＶ／ｃｍ以下に抑えつつ、低オン抵抗を

実現できる可能性を見出した。更に、６６０Ｖ－１，２００Ｖ耐圧のトレンチ型ＭＯＳＦＥ

Ｔの第１次試作を行った。 

ＳＪ構造では、深さ７．３μｍのトレンチ埋込みに成功し、更に深さ１０μｍ以上のトレ

ンチ埋込についてもその可能性を見出した。また、ＳｉＣウエハを用いた裏面アラインメン

ト露光の検証を行い、ウエハ裏面マークを用いた合わせ露光が問題なく出来ることを実証し

た。更に、３Ｄデバイスシミュレーションを用いて、２ゾーンＪＴＥ構造により３．３ｋＶ

耐圧が実現できることを示した。 

（４）－２ 高耐圧大容量デバイス／変換器技術 

高耐圧ＭＯＳＦＥＴに関しては小容量デバイスの試作を行った。試作品のアバランシェ電

圧は４ｋＶ程度あり、電力変換器への適用に対して十分な耐圧特性を実現した。 

（６）「大口径ＳｉＣウエハ加工要素プロセス検証」 

（平成２２年度進捗状況） 

加工要素プロセス検証に向けた準備として実施体制を構築した。 

（平成２３年度進捗状況） 

拠点整備を進め、大口径対応のダイヤラッピング装置、ウエハ表面ダメージ評価装置など

を導入した。ウエハ切断技術に関して、最大ワイヤー速度：４，０００ｍ／ｍｉｎ、最大張

力：７０Ｎのスペックを有するマルチワイヤーソーにて高速切断を実証した。研削加工では

＃２００００砥石を使って高能率鏡面加工を実現した。切断、研削、研磨の各種要素プロセ

スで発生する加工変質層をステップポリッシュ法で解析し、加工速度や表面粗さとの相関性

を見出した。また、ＣＭＰによる仕上げ加工面の高度な評価を研究開発項目①（５）と連携

して実施し、潜傷など現状の仕上げ面の問題抽出をするとともに、加工面の解析法や加工法

の改善方針を見出した。 

（７）「ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証」 

（平成２２年度進捗状況） 

高耐圧大容量パワーモジュール検証に向けた準備として実施体制を構築した。 

（平成２３年度進捗状況） 

３．３ｋＶ耐圧、７５Ａの大容量のショットキーバリアダイオードを開発し、Ｓｉ絶縁ゲ

ートバイポーラトランジスタと組み合わせ１０００Ａ級のハイブリッド型の大容量パワーモ

ジュールを作製した。また、パワーモジュールの１０００Ａを超える通電試験及びスイッチ

ング試験を実施し安定動作を検証した。 
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研究開発項目② 次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） 

本プロジェクトは、平成２３年１１月２３日付にて独立行政法人産業技術総合研究所 先

進パワーエレクトロニクス研究センター長 奥村 元氏をプロジェクトリーダー、独立行政

法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニクス研究センター 清水 肇氏をサブプ

ロジェクトリーダーに委嘱し、以下の研究開発を実施した。 

（１） ＳｉＣ パワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

（平成２１年度進捗状況） 

（１）－１ ＳｉＣ接合ＦＥＴおよびショットキーダイオードの開発 

（（１）－１－１ ６００Ｖ／２０Ａ接合ＦＥＴの開発、及び 

（１）－１－２ ６００Ｖ／２０Ａショットキーダイオード） 

耐圧６００Ｖ・電流１０Ａチップ２素子の並列にて２０Ａとした接合ＦＥＴとショットキ

ーダイオード、および単一チップで耐圧６００Ｖ・２０Ａとした接合ＦＥＴとショットキー

ダイオードを開発した。前者の２素子並列素子において、接合ＦＥＴのオン抵抗率が３．５

ｍΩ・ｃｍ２以下であることを実証し、またショットキーダイオードは後者の単一チップで２

０Ａ・オン電圧２．０Ｖ以下を達成した。また、層間絶縁膜に適用する酸化装置を導入し、

立上げた。 

接合ＦＥＴの大電流化のためチップ面積を大きくするとゲート抵抗が大きくなる問題に注

目して、その影響を検討した。デバイス内部のゲート電圧は、ゲート抵抗とゲート電流の積

で決まる電圧分、外部からゲート電圧として印加された値より低下する。今回の試作により、

大容量化すると、入力ゲート電圧と内部ゲート電圧の差が顕著となることが明らかとなった。

またその結果、オン電流が低下することをシミュレーションにて確認した。 

（１）－２ サーバ用回路・電源システム技術の開発 

（１）－２－１ 高速駆動回路技術開発 

耐圧６００Ｖ・電流１０Ａ用接合ＦＥＴを７個並列接続した基板と、ターンオン時間１０

０ｎｓ以下、ターンオフ時間１００ｎｓ以下を実現する高速スイッチングゲート駆動回路と

を用いて、最大１００Ａにて、ターンオンは８６ｎｓ、ターンオフは５１ｎｓと、目標を凌

駕する動作を実証した。 

（１）－２－２ サーバ電源システムの開発 

ＳｉＣ－接合ＦＥＴは閾値電圧が低いことから、ｄｖ／ｄｔにより誤動作が発生しやすい

ことが想像される。そこで、誤オン、誤オフの要因を洗い出し、対策方針を立てた。 

サーバ用電源の効率評価に向けては、電源回路を評価するための測定装置一式と電源、負

荷装置を購入した。平成２１年度は負荷にインダクタンスを用いた評価装置の立上げが完了

した。 

（平成２２年度進捗状況） 
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（１）－１ ＳｉＣ接合ＦＥＴおよびショットキーダイオードの開発 

（（１）－１－１ ６００Ｖ／２０Ａ接合ＦＥＴの開発、及び 

（１）－１－２ ６００Ｖ／４０Ａショットキーダイオード） 

耐圧６００Ｖ・電流２０Ａの接合ＦＥＴとショットキーダイオード、および耐圧６００Ｖ・

４０Ａのショットキーダイオードを開発した。電流２０Ａの接合ＦＥＴにおいて、接合ＦＥ

Ｔのオン抵抗率が２．５ｍΩ・ｃｍ２であることを実証し、またショットキーダイオードは４

０Ａ・オン電圧２．０Ｖ以下を達成した。具体的な開発内容は以下の通り。 

前年度の開発で明らかとなった接合ＦＥＴのゲート電圧低下の対策として、新たなゲート

の配線レイアウトを考案し、電圧低下を１０Ａの接合ＦＥＴと同程度にまで改善した。また、

前年度に立ちあげた酸化装置で層間絶縁膜を形成することにより、ゲート・ソース間のｐｎ

接合に流れる順方向のゲート・ソース間電圧２．５Ｖにおけるリーク電流を、約１桁低減し

た。また、ノーマリオフ動作に際して接合ＦＥＴで問題となっている低閾値電圧を改善する

ため、ゲートへのＳｉダイオード接続により、閾値電圧を３．５Ｖに調整可能であることを

実証した。 

さらに、信頼性の一次評価として、試作した接合ＦＥＴやダイオードのブロッキング試験

や通電試験を行い、問題がないことを確認した。なお、ショットキーダイオードは、最終目

標である６００Ｖ／４０Ａを前倒し達成したため平成２２年度で終了とした。 

（１）－２ サーバ用回路・電源システム技術の開発 

（１）－２－１ 高速駆動回路技術開発 

平成２１年度に開発したソース端子分割方式に加え、ゲート端子に電荷引き抜き高速化用

スピードアップコンデンサを組み合わせた高速スイッチングゲート駆動回路を用い、６００

Ｖ／４０Ａ接合ＦＥＴ素子のスイッチング速度を検証した。ターンオン時間、ターンオフ時

間それぞれ１００ｎｓ以下の目標に対し、通流電流４０Ａでターンオン時間５５ｎｓ、ター

ンオフ５５ｎｓの高速動作を実証した。 

（１）－２－２ サーバ電源システムの開発 

平成２１年度に導入した電源の効率評価装置を活用し、サーバ用電源として多く用いられ

ている７５０Ｗ電源の効率評価を実施し、効率評価環境を立ち上げた。 

（実施体制：技術研究組合 次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

（平成２３年度進捗状況） 

（１）－１ ＳｉＣ接合ＦＥＴおよびショットキーダイオードの開発 

（（１）－１－１ ６００Ｖ／４０Ａ接合ＦＥＴの開発） 

耐圧６００Ｖ・電流４０Ａの接合ＦＥＴを開発した。電流４０Ａの接合ＦＥＴにおいて、

接合ＦＥＴのオン抵抗率が２．１ｍΩ・ｃｍ２であることを実証し、最終目標のオン抵抗率で

ある２．５ｍΩ・ｃｍ２を達成した。具体的な開発内容は以下の通り。 

前年度に開発した電流２０Ａの接合ＦＥＴのオン抵抗率、２．５ｍΩ・ｃｍ２を電流４０Ａ

の接合ＦＥＴでも実現するために、ゲートを形成するためのイオン注入条件を見直し、ゲー

ト不純物プロファイルをさらに急峻化した。これにより、オン時の実効チャネル幅が増加し、
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電流４０Ａの接合ＦＥＴで、オン抵抗率を２．１ｍΩ・ｃｍ２まで低減出来た。 

また、信頼性評価として、試作した接合ＦＥＴの短絡耐量試験やダイオードの順方向通電

試験を行い、前年度実施のブロッキング試験や通電試験と合わせて、ＳｉＣパワーデバイス

に対するＳｉパワーデバイスで一般的に行われている信頼性試験を完了し、Ｓｉ同等の信頼

性を実証した。 

 

 

（１）－２ サーバ用回路・電源システム技術の開発 

（１）－２－１ 回路の部分試作 

ＰＦＣ回路、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路をそれぞれ部分試作し、１００％までの全負荷率

における動作を確認した。さらに、ゲート駆動回路の最適化によって、ＰＦＣ回路で５．５

Ｗ（ＰＦＣ回路の効率９７．３％に相当）、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路で５．２Ｗ（ＤＣ／Ｄ

Ｃコンバータ回路の効率９５．１％に相当）、それぞれ損失を低減した。具体的な実施内容は

下記の通り。 

ＰＦＣ回路では、ターンオン時の損失を低減するために、ゼロボルトスイッチング技術を

適用した。また、ターンオフ高速化には、これまで検討してきた 高速駆動回路を適用した。

ＤＣ/ＤＣ回路では、高速駆動回路に加え、デッドタイム確保回路を新たに適用することによ

り、閾値の低い接合ＦＥＴを用いた場合にもデッドタイムを確保して、損失低減を実現した。 

（１）－２－２ 電源効率検証 

上記の部分試作による回路検討を基に、製品同等仕様のプリント基板を新たに作製し、こ

れを組み込んだ電力容量２ｋＷの電源実験回路を試作した。さらに、平成２１年度に導入し

た電源の効率評価装置を用いて効率を評価した。その結果は約９３％（５０％負荷時）であ

り、平成２３年度の目標である９３％を達成した。 

（実施体制：株式会社 日立製作所） 

 

（２） ＳｉＣ パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

（平成２１年度進捗状況） 

デバイス開発においては、イオン注入機のステージなどの設備を導入する等、３インチＳ

ｉＣウエハを用いたプロセスを構築した。また、大電流デバイスのオンウエハ評価、連続通

電評価などのデバイス評価が可能な設備を導入し、評価環境の整備を行なった。また、３Ｄ

シミュレーションソフトウエアを導入し、ＳｉＣパワーデバイスのデバイス設計高度化の準

備を行なった。 

回路・システム開発においては、期初目標に掲げた低インダクタンス構造と高速ゲート駆

動回路を用いてＳｉＣ素子を用いたモジュールを試作してスイッチング動作試験を実施し、

基礎特性データを取得した。また、取得したデータを用いて複数の主回路方式を比較検討し

た結果、２レベル主回路構造の太陽光発電用パワーコンディショナで目標達成の見通しを得

た。また、デッドタイム１μｓｅｃ以下のスイッチングが可能なゲート駆動回路を用いて、
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キャリア周波数５０ｋＨｚでのインバータ動作を確認した。 

（平成２２年度進捗状況） 

デバイス開発においては、ＭＯＳＦＥＴの低オン抵抗化に向けた開発を実施した。具体的

には、ＭＯＳ界面特性の向上のためゲート酸化膜形成時の窒化プロセスの高度化及び３Ｄシ

ミュレーションの活用によるデバイス構造の最適化を行い、低オン抵抗化を検証するための

ＴＥＧ評価を行った。 

回路・システム開発においては、フィルタの最適設計手法開発として、各種のコア材、巻

き線形状でのフィルタの損失特性、周波数特性の精密評価を実施し、平成２２年度試作評価

予定のミニモデル向けフィルタを試作した。平成２１年度に実施した主回路方式による損失

推定に、前記評価検討において得られたフィルタの損失データを適用し、変換器とフィルタ

を含めた総合損失推定の精度を向上させた。 

また、太陽光発電用パワーコンディショナの高効率を実現する主回路方式の最適化設計を

行い、数ｋＷ級の太陽光発電用パワーコンディショナのミニモデルを設計試作し静特性およ

び動特性を評価した。 

以上の結果より３０ｋＷ級の太陽光発電用パワーコンディショナのプロトタイプの定格運

転時の効率が９８％以上となる見通しを得た。 

（実施体制：技術研究組合 次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

（平成２３年度進捗状況） 

デバイス開発においては、平成２２年度に開発したＭＯＳＦＥＴの低抵抗化技術を元に３

０ｋＷ級パワコンに必要とされる耐圧１２００Ｖ、定格電流７５Ａ、オン抵抗５ｍΩｃｍ２の

ＭＯＳＦＥＴを実現した。 

回路・システム開発においては、太陽光発電用パワーコンディショナの高効率を実現する

主回路方式の最適化設計を行い、３０ｋＷ級の太陽光発電用パワーコンディショナのプロト

タイプ１相分を試作した。試作機の静特性及び動特性より効率の推定を行い、３０ｋＷ級の

太陽光発電用パワーコンディショナのプロトタイプの定格運転時の効率が９８％以上となる

見通しを得た。 

（実施体制：三菱電機株式会社） 

 

（３） 次世代ＳｉＣ 電力変換器基盤技術開発 

（平成２１年度進捗状況） 

デバイス開発においては、新規犠牲酸化炉導入等の素子化プロセス設備整備を行った。Ｕ

ＭＯＳ構造におけるチャネル移動度と閾値電圧の角度依存性を調べて最適角度を検討し、実

際にデバイス構造を試作して順方向特性を測定した。高温での破壊耐量測定等の評価環境を

整えると共に、アンモニア熱処理でゲート酸化膜の界面準位密度が低減することを明らかに

した。 

ウエハ評価研究においては、大口径化に向けての一課題であるウエハの歪みと、切断時の

反りなどの関係を検討した。また、転位密度計測法の開発では、光学顕微鏡を用いてエッチ
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ピットの自動分類・計数を行うソフトウエアのアルファ版を開発した。また、エピ膜表面で

特に問題となる三角欠陥について、より正確な構造評価と、より詳細な分類を行い、発生原

因を考察した。さらに、ＳｉＣウエハに意図的に金属などをイオン注入・アニールして分析

をおこない、個々の不純物元素の効果を検出した。 

高温実装技術開発においては、高温課通電試験・高温ダイシェアテスト等の装置準備、実

装シミュレーション環境整備、各種部材の物性値の温度特性調査、電極接合の評価・検討を

行い、ＡｕＧｅ高温ハンダの高温強度評価などの開発を進めた。また、ＴａＮ膜によるＡｌ

電極のエレクトロマイグレーション耐性の向上技術、配線基板の表面処理により３３０℃保

持条件下での接合強度低下を抑制する技術等を開発した。一方、高温用高密度電力変換器技

術においては、高温での素子の動作特性評価、直流リンクコンデンサの削減、素子温度と出

力パワー密度の関係等を回路・制御の両面から検討を進め、１０ｋＷ試作器の設計（設計値：

素子温度約２００℃、出力パワー密度約２０Ｗ／ｃｍ３）に反映するとともに、統合設計技術

への高温動作条件の導入を開始した。 

（平成２２年度進捗状況） 

２００～２５０℃の素子温度を想定した高温実装技術開発においては、ＡｕＧｅ高温ハン

ダによる電極接合の高温環境下における信頼性の評価を進め、電極接合の务化機構を明らか

にし、その抑制に大きな効果を持つプロセスを開発した。並行して、高温実装のシミュレー

ション技術の開発を進め、ハンダ領域の熱応力分布を分析した。 

高温高出力パワー密度電力変換器の設計・製作技術開発においては、ＳｉＣ素子の高速ス

イッチング動作における課題である過渡的な高電圧スパイク発生のメカニズムを解明し、そ

の解析モデルを提案した。 

定格４００Ｖ／出力１０ｋＷオールＳｉＣ空冷３相インバータ（１次試作）を製作し、連

続出力試験において、Ｔｊ＝２００℃、パワー密度２０ｋＷ／Ｌ（世界最高）を達成した。

使用したＳｉＣパワー素子はＪＦＥＴとＪＢＳ（ＳＢＤ）である。本試作に向けては以下の

高温実装、熱設計、駆動回路における要素技術を開発して適用した。高温実装においては３

００℃で３０００時間の寿命を有し、－４０℃⇔３００℃冷熱サイクル試験において１５０

０サイクル超の寿命を有する高温高信頼ＡｕＧｅダイ接合技術を確立した。また、パワーデ

バイスの温度特性に依存して冷却フィンのサイズが最小にできる事実を見出し、それを利用

した最適設計法を樹立した。さらに、高温で高い熱伝導と機械的強度を両立できるセラミッ

ク基板－冷却フィン直結型モジュールを提案し、同構造を実現するための独自なアセンブリ

プロセスを開発した。また、駆動技術においては、ＳｉＣデバイスの高速スイッチング性を

最大限に発揮できる新たな高速ゲート駆動回路を開発した。直列接続したデバイスの誤点弧

というＳｉＣ固有の大きな課題を解決する新技術を開発した。 

上記インバータ１次試作から得た知見を踏まえ、更なる高パワー密度を目指したインバー

タ２次試作を企画し、設計を完了し一部の試作を進めた。 

（平成２３年度進捗状況） 

電力変換器モジュールの高温実装技術開発においては、ＳｉＣチップに対する高信頼な電
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極接合を実現する拡散バリアについて３３０℃１０００時間までの接合信頼性を確認した。 

電力変換器モジュールの設計技術開発においては、実装基板の高信頼化のため、既存シミ

ュレーターによる熱・構造解析結果の妥当性の検証を目的に、熱変形観察により実データを

設計にフィードバックする手法を確立した。また、電力変換器の高速動作において素子の破

壊につながるターンオフ時の過渡的なサージ電圧の原因追及と対策を目的に、シミュレーシ

ョンモデルを開発した。 

電力変換器の高パワー密度検証においては、オールＳｉＣインバータ（モデル名『ＭＡＩ

ＮＡ』）を開発して、本年度のマイルストーンである「２００℃以上の接合部温度」と「２５

ｋＷ／Ｌ以上のパワー密度」をモータベンチを使った実負荷試験において検証した。その結

果を受け、さらにインバータ『ＮＩＪＩ』を開発して連続スイッチング試験（等価ストレス

試験）を実施し、本プロジェクトの最終目標値である４０ｋＷ／Ｌ相当の出力密度において

正常動作の見通しを得た。 

具体的には、『ＭＡＩＮＡ』においては平成２２年度の１次試作で洗い出した実装・組立・

駆動に関する課題を解決した。『ＮＩＪＩ』においては新たなアセンブリ技術、新規な低イン

ダクタンス耐熱モジュール構造、冷却器の最適化、誤点弧に対応する機能を備えた新規な高

速スイッチング回路の開発などを開発・搭載した。 

このほか、チョッパにおいては６ｋＷ降圧変換器を作製し、ＳｉＣ化で動作周波数が４．

５倍で高められることを実証するともに、１００ｋＨｚ動作に目途を得た。また、本年度に

試作した２機種のインバータはいずれもＪＦＥＴを使用したが、さらに、高性能のＳｉＣ－

ＤＭＯＳＦＥＴの出現に備えて高温仕様ドライブ技術の開発を行い、予備実験として複数種

類のＳｉＣ－ＤＭＯＳＦＥＴを用いた実験を行い、ＪＦＥＴと同等のドライバビリティを得

た。 

さらに、専業メーカや大学と連携し、インバータの高速スイッチングで重要なＥＭＩノイ

ズ低減に向けた開発を行った。『ＭＡＩＮＡ』のノイズ発生源および伝播経路の解析結果をも

とにノイズフィルタの設計を行い、ＩＣＥ規格クラス３を達成した。 

（実施体制：技術研究組合 次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構  

独立行政法人 産業技術総合研究所、首都大学東京、千葉大学、東京工業大学） 

 

４．２ 平成２２～２３年度（助成）事業内容 

 

研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 

（平成２２年度進捗状況） 

（５）「ＳｉＣウエハ量産化技術開発」［助成事業２／３］ 

実施者の公募を行い、実施体制を構築した。 

（８）「大口径対応デバイスプロセス装置開発」［助成事業２／３］ 

実施者の公募を行い、実施体制を構築した。 

（平成２３年度進捗状況） 
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（５）「ＳｉＣウエハ量産化技術開発」［助成事業２／３］ 

昇華法において、大口径４Ｈ－ＳｉＣウエハの量産化技術開発可能な環境整備を行い、当

初の下記目標を達成した。 

①ＲＡＦ法により口径６インチ４Ｈ－ＳｉＣインゴットを実現した。かつ同口径の有効面

積（端部３ｍｍを除く）全域において、目標とする転位密度１×１０４個／cm２以下を達成可

能な結晶成長基盤技術を確立した。更に、ウエハ量産化に向けた技術確立として、安定製造

に関わる課題抽出を完了した（デンソー・昭和電工）。 

② 昇華法による大口径４Ｈ－ＳｉＣウェハの量産化技術開発のために必要な研究開発環

境を整備し、口径６インチ４Ｈ－ＳｉＣインゴットを実現および、その量産化を前提とした

製造技術開発を推進するための研究開発を実施した。その結果、成長速度０．２５ｍｍ／ｈ

以上で転位密度５×１０４個／ｃｍ２以下の６インチインゴットを達成した。 

（新日鐵・新日鉄マテリアルズ）。 

（８）「大口径対応デバイスプロセス装置開発」［助成事業２／３］ 

６インチＳｉＣウエハを対象に、イオン注入装置および活性化熱処理装置を開発し、下記

の所定の処理特性の面内均一性を達成した。具体的には、 

６インチＳｉＣウエハを対象とするイオン注入装置については、ウエハの熱歪を緩和する

ウエハ搬送方法を開発して室温から８００℃までの全領域でイオン注入ができるようにする

とともに、高温加熱静電チャックを開発し、６インチ面内±１５℃以下の温度均一性を達成

した。また、Ａｌイオン源パラメータの最適化を実施し、Ａｌイオンビーム電流１５００μ

Ａを注入できるようにした。これらにより６インチＳｉＣウエハに高温注入するイオン注入

量産装置の開発に成功した。（日新イオン機器） 

６インチＳｉＣウエハを対象とする活性化熱処理装置について、超高温対応の加熱炉を搭

載した要素評価機を完成させた。さらに評価機にて基本機能確認・総合評価を実施し、目標

値をクリアする評価結果を得た。（日立国際電気） 

 

４．３ 実績推移 

 

実績額推移 
２１年度 ２２年度 ２３年度 

委託 委託 助成 委託 助成 

①一般勘定（百万円） － 
 ０（ＮＥＤＯ） 
２，０００ 

（経済産業省） 
－ １，３９１ － 

②需給勘定（百万円） ９７６ ６３８ － ２９４ － 

平成２２年度 

補正予算額（一般勘定） 
－ ５１５ ２，０５０ － － 

特許出願件数（件） ２ ０ ０ １９ １８ 

論文発表数（報） ４ ７ ０ １２ ０ 

フォーラム等（件） １９ ４２ ０ ８６ ４ 
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５．事業内容 

５．１ 平成２４年度（委託・共同研究）事業内容 

研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 

 

本プロジェクトは、高品質・大口径なＳｉＣ結晶成長、ウエハ加工、エピタキシャル膜形

成まで一貫した製造技術の確立と、高耐圧スイッチングデバイス製造技術の確立、及びこれ

を用いた低損失電力変換器の試作・実証等により、電力分野における省エネルギー技術の国

際的牽引、及び我が国の産業競争力強化を目的に、独立行政法人産業技術総合研究所 先進

パワーエレクトロニクス研究センター長 奥村 元氏をプロジェクトリーダーとし、以下の

研究開発を実施する。 

 

（１） 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発 

昇華法では、X 線応力測定を成長プロセスと常に連動させて開発サイクルの加速化を図るこ

とで成長条件の最適化を進め、口径６インチで１０3 個／ｃｍ２台の転位密度を実現する。ま

た、早期実用化に向けて成長速度向上にかかわる開発を進め、口径６インチで０．５ｍｍ／

ｈ以上の結晶を実現するのに必要な基盤技術を確立すると共に、蛍光Ｘ線分析や光散乱の手

法を用いてウェハ表面の品質評価を進める。 

革新的結晶成長法では、高速性、高品質性、長尺化／口径拡大等の各課題に対する要素技

術を確立し、口径２インチ、厚さ１ｍｍ以上の４Ｈ－ＳｉＣ単結晶の成長を実現する。（実施

体制：技術研究組合 次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構、新日本製鐵株式会社 －

電力中央研究所、名古屋大学、東京工業大学、宇宙航空研究開発機構、物質・材料研究機構、

東京大学） 

 

（２） 大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発 

 ウエハ切断技術に関して、３インチ結晶で中間目標を実現する。また、切断・研削・粗

研磨・仕上げ研磨の各要素プロセスの検証データを元に、３および４インチ口径で表面粗さ

０．１ｎｍ＠２μｍ□に至る一貫プロセス時間２４時間を達成する。その結果を元に６イン

チウェハ一貫プロセス構築に向けた方針を策定する。（実施体制：技術研究組合 次世代パワ

ーエレクトロニクス研究開発機構 －名古屋工業大学、大阪大学、中部大学） 

 

（３） ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術） 

大口径化に向けて、６インチ成長プロセスにおける問題点を把握し、みなし６インチ径の

エピタキシャル成長膜において厚さ±１０％などの中間目標の品質を実現するのに加え、
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２°オフ以下のウェハ上成長においても品質向上を試みる。 

高速・厚膜化に向けては、前年度までの成果をもとに口径２インチ・膜厚５０μｍ以上のエ

ピタキシャル膜で、中間目標を実現する。また４インチ実証実験に向けて実証炉を導入し均

一性実現のためのシミュレーション技術を立ち上げる他、反応炉クリーニング法の条件検討

などを引き続き行う。また、その両者に対応した大口径／厚膜ＳｉＣエピタキシャルウエハ

評価技術、並びに MOS 構造との関連評価技術の開発を行う。（実施体制：技術研究組合 次

世代パワーエレクトロニクス研究開発機構 －横浜国立大学、宇宙航空研究開発機構、物質・

材料研究機構、東京大学） 

 

（４） ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術 

プレーナＭＯＳ構造、ダブルトレンチ構造、ＳＪ構造等の要素構造の特性を評価し、それ

らの利点を用いてより低損失化が可能な新規高耐圧デバイス構造とそのための作製要素プロ

セスを開発する。当該構造を用いて耐圧３ｋＶ以上の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを実現す

る。また、ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴ、ＳｉＣ－ＳＢＤを適用した３ｋＶ以上の電力変換器モジ

ュールを試作して、当該電圧領域のスイッチング試験を行い多並列接続に関する要素技術を

確立する。（実施体制：技術研究組合 次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

 

（６） 大口径ＳｉＣウエハ加工要素プロセス検証 

（平成２３年度で終了） 

 

（７） ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証 

（平成２３年度で終了） 

 

（９）高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発 

 ＳｉＣパワー半導体デバイスの特長である高温動作性を、パワーモジュールとしてより向

上させるための高耐熱部品開発、およびそれらを統合する高信頼接合技術開発のための一体的な

研究体制を構築し、高耐熱スナバコンデンサ、高耐熱スナバ抵抗、高性能メタライズ放熱基板、

高性能配線基板の開発を開始する。また、それらを電力変換器モジュールとして統合／評価する

ための方策／設備等の環境整備を進める。（実施体制：公募予定） 

 

研究開発項目② 次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） 

 

本プロジェクトは、グリーンＩＴプロジェクトの一環として、次世代ＳｉＣスイッチングデ

バイスを用いたデータセンタや、その電力源としての分散型太陽光発電システムに用いる電力制

御機器実用化技術を確立することを目的に、独立行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレ

クトロニクス研究センター長 奥村 元氏をプロジェクトリーダー、独立行政法人産業技術総合

研究所 先進パワーエレクトロニクス研究センター 清水 肇氏をサブプロジェクトリーダーと
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し、以下の研究開発を実施する。 

 

（１）ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発［委託］ 

電力容量が２ｋＷ級のサーバ電源のプロトタイプを試作し、目標である５０％負荷での電力

変換効率９４％以上を実証する。 

（実施体制：株式会社日立製作所） 

 

（２）ＳｉＣ パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発  

三相交流を対象にマルチレベル制御を行う３０ｋＷ級太陽光発電用パワーコンディショナの

プロトタイプを試作し、目標である定格出力時でのシステム効率９８％以上を実証する。 

（実施体制：三菱電機株式会社） 

 

 

（３） 次世代ＳｉＣ 電力変換器基盤技術開発 

耐高温電極接合技術の信頼性向上、ワイヤーボンディングの信頼性向上指針獲得を通して、

次世代ＳｉＣパワーデバイスをデバイス温度２００～２５０℃で動作させることを可能とする高

温実装技術を開発する。シミュレーション手法高度化、部材間の応力緩和を考慮した新設計手法

導入、回路開発として解析モデルを活用したサージ抑制に取り組み、高温・高速動作時の信頼性

確保のため統合設計技術を開発する。電力変換器試作実証としては、最終目標である出力パワー

密度６０Ｗ／ｃｍ３（Ｔｊ＝２００℃以上）を実負荷で達成するほか、さらなる出力パワー密度

の向上を目指し、冷却器の高効率化等の電力変換器要素技術の高度化を進める。この中では高温

はんだ材の低コスト化など、ＳｉＣ電力変換器普及のボトルネック解消を意識して取り組む。 

（実施体制：技術研究組合 次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構／独立行政法人 

産業技術総合研究所 －首都大学東京、千葉大学、東京工業大学） 

 

５．２ 平成２４年度（助成）事業内容 

（１）事業方針 

（平成２３年度で終了） 

 

５．３ 実施体制 

別紙を参照のこと 

 

５．４ 平成２４年度事業規模 

 委託・共同研究事業 

一般勘定 ２，１２０百万円（継続） 

需給勘定 ２５５百万円（継続） 
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６．事業の実施方式 

６．１ 公募 

下記の研究開発項目の公募を平成２４年３～４月に行う。 

研究開発項目①－（９） 高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発 

 

（１）掲載する媒体 

「ＮＥＤＯホームページ」及び「e-Rad ポータルサイト」で行う他、新聞、雑誌等に掲

載する。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

公募開始の一か月前にＮＥＤＯホームページで行う。本事業は、e-Rad 対象事業であり、

e-Rad 参加の案内も併せて行う。 

 

（３）公募時期 

平成２４年３月～４月に行う。 

 

（４）公募期間 

原則３０日間以上とする。 

 

（５）公募説明会 

公募期間内に NEDO 川崎本部にて１回行う。 

 

６．２ 採択方法 

（１）審査方法 

e-Rad システムへの応募基本情報の登録は必須とする。 

共同研究先の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象に NEDO が設置する審査委員会（外

部有識者で構成）で行う。審査委員会（非公開）は、共同研究提案書の内容について外部専門家

（学識経験者、産業界の経験者等）を活用して行う評価（技術評価及び事業化評価）の結果を参

考とし、本事業の目的の達成に有効と認められる共同研究先を選定した後、ＮＥＤＯはその結果

を踏まえて共同研究先を決定する。 

申請者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。 

審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問合せには応じない。 

 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 
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原則４５日間以内とする。 

 

（３）採択結果の通知 

採択結果については、ＮＥＤＯから申請者に通知する。なお不採択の場合は、その明確

な理由を添えて通知する。 

 

（４）採択結果の公表 

採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称・概要を公表する。 

 

 

 

７． その他重要事項 

７．１ 評価の方法 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意

義並びに将来の産業への波及効果等について、研究開発項目①については、外部有識者によ

る研究開発の中間評価を平成２４年度に実施する。 

 

７．２ 運営・管理 

本研究開発の研究開発項目①のうち（１）から（４）、（６）および（７）は、経済産業

省が、企業、大学等の研究機関（委託先から再委託された研究開発実施者を含む）から公募

によって研究開発実施者を選定し、共同研究契約等を締結する研究体を構築して開始したも

のである。ＮＥＤＯが本研究開発の運営・管理を承継するに当たっては、その時点までの進

捗状況を踏まえた研究開発内容・計画及び実施体制の妥当性について、外部有識者による審

議を含めた評価を行った上で最適な研究開発体制を構築し、実施する。 

研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有するＮＥＤＯは、経済産業省と密接な関係

を維持しつつ、プログラムの目的、および、目標に照らして適切な運営管理を実施する。ま

た、必要に応じて、外部有識者の意見を運営管理に反映させる。 

 

７．３ 契約の実施 

委託事業については平成２１～２４年度の複数年度契約を行う。 

 

８．スケジュール（研究開発項目①－（９）高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発に係

る公募） 

平成２４年４月 公募開始 

平成２４年４月 公募説明会 

平成２４年５月 公募締切 

平成２４年６月 契約・助成審査委員会 
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平成２４年６月 採択決定 

 

９．実施方針の改定履歴 

（１）平成２４年３月、制定。 
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（別紙）事業実施体制の全体図（変更予定） 

研究開発項目①低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 

  

ＦＵＰＥＴ 新材料パワー半導体
研究開発センター
研究開発項目：
(1)・(2)・(3)・(4)
参加企業：別掲

技術研究組合
次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構
（FUPET）

ＦＵＰＥＴ 日進分室(1)
参加企業：デンソー、昭和電工

新日本製鐵株式会社(1)

（公募予定） (9)

委託
1/1

共同研究
1/2

委託
または共同研究

ＦＵＰＥＴ 伊丹分室(4)
参加企業：三菱電機

協議、提言

電力中央研究所(1)、名古屋大学(1)、東京工業大学(1)、
大阪大学(2)、名古屋工業大学(2)、中部大学(2)、
横浜国立大学(3)、宇宙航空研究開発機構(1,3)、
物質・材料研究機構(1,3)、東京大学(1,3)

共同実施

新材料パワー半導体研究開発センター
参加機関：
三菱電機、富士電機、日立、東芝、昭和電工、
日産自動車、新日鐵、デンソー、トヨタ、豊田
中研、日立化成、タカトリ、東京カソード、フジ
ミ、旭ダイヤ、パナソニック、ローム、東レリ
サーチ、本田技研、明電舎、豊田通商、関西
学院大学、産総研

研究項目名：

(1)高品質・大口径SiC結晶成長技術開発／

革新的SiC結晶成長技術開発

(2)大口径SiCウエハ加工技術開発
(3)SiCエピタキシャル膜成長技術
(4)SiC高耐圧スイッチングデバイス製造技術

NEDO

プロジェクトリーダー
所属：産業技術総合研究所
役職：先進パワーエレクトロニクス

研究センター長
氏名：奥村 元
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（別紙）事業実施体制の全体図 

（研究開発項目②次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） 

 

 

 

プロジェクトリーダー
所属：産業技術総合研究所
役職：先進パワーエレクトロニクス

研究センター長
氏名：奥村 元

NEDO

こうりつ(3)*1

委託

研究開発項目(3)

次世代SiC電力変換器
基盤技術開発
（つくば集中研）

技術研究組合
次世代パワーエレクトロニ
クス研究開発機構

（東芝、富士電機、サンケ
ン電機、日産自動車）

研究開発項目(2)

SiCパワーデバイスを用
いた太陽光発電用
パワーコンディショナ技術
開発

三菱電機

共同実施

国立大学法人 東京工業大学
研究開発項目：(3)※3

国立大学法人 千葉大学
研究開発項目：(3)※2

公立大学法人 首都大学東京
研究開発項目：(3)※1 独立行政法人

産業技術総合研究所

（つくば集中研）
研究開発項目(3)

研究開発項目(1)

SiCパワーデバイスを用
いたデータセンタ用サー
バ電源技術開発

日立製作所

【研究開発項目】

②-(1)  SiCパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発
②-(2)  SiCパワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発
②-(3)  次世代SiC電力変換機基盤技術開発

※1 高周波スイッチング技術、電磁ノイズ抑制技術
※2 高パワー密度化技術
※3 DC/DCコンバータ実証

共同研究

サブプロジェクトリーダー
所属：産業技術総合研究所
役職：先進パワーエレクトロニクス

研究センター招聘研究員
氏名：清水 肇

共同研究

協議、提言


